大阪府景観審議会 第２回屋外広告物部会　会議要旨
建築指導室建築企画課
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・平成26年3月14日（金）10:00～正午
・大阪府咲洲庁舎18階　会議室
・出席委員：亀田委員、木多委員、長町委員、原田委員、
広井委員、島田氏（村井委員代理）、
畑専門委員、松本専門委員、



□ＬＥＤ等照明広告の規制のあり方について

【事務局】
内容の説明

【委員】
　本格的な検証は必要だが、輝度だけではなく、面積も関係してくると思う。検証するにしても一定の基準を設けないといけない。1000cd/㎡以下でも面積が大きいものは問題が出てくると思う。そういったものは輝度×面積での規制が必要だと思う。面積が小さくて、1000 cd/㎡以下であれば、そこまで規制は必要ないようにも思う。1000 cd/㎡～3000 cd/㎡の間の基準をどのようにするか、いろいろとデータを集めないといけない。資料1ｐ4の黄色で囲った部分のものをどうするか議論することが必要。

【委員】
　夜と昼で輝度の設定を変更できるものも製品として多く、輝度の設定を変更して施工している場合も多いという話もあったので、測定値が昼か夜かチェックし直して、表に整理する必要があると思う。昼は非常に高い設定をしている場合が多い。例えば、そのサイネージの出せる能力の最大値、あるいは8掛けで設定されていて、夜は非常に控えて、1000 cd/㎡をきって設定している場合も多いという話だったので、そういうことを踏まえると資料で示している3000 cd/㎡以下は数字的には妥当な線だと思うが、さらにもう少し低いところで推移している可能性もあるので、昼と夜のちがいについての記載を表にまとめてもらいたい。
　見える範囲について、100ｍ以内の住居系地域から照明が見えないということで、数値を挙げているものはこのまま（50ｍ）でいいと思う。例えば、道路を挟んで、逆サイドから見えたときの想定で、本年度の一つの目安として設定する距離感としては妥当だと思う。面積除外規定を見直すかということだが、面積除外は無しにしてもいいと思う。
　もう一度整理すると、3000 cd/㎡は本年度挙げる数値としては妥当だが、測定値に昼と夜の記載をして、夜の方が下がっている可能性があるところをもう一度確認してほしい。面積除外規定は無しにする。50ｍの基準は案のとおりでいい。

【委員】
　輝度で規制するというのは非常に難しい、決めにくい感じがする。赤色の表示のときは輝度が非常に低い。でも見た目は派手、けばけばしい感じで見えるということを感じる。もともとはＬＥＤの表示を規制するというのは、いろいろなところから苦情が出てきたというところであったと思う。そういうことで輝度の規制ということになったと思うが、例えば3000 cd/㎡に輝度を落として、その苦情がなくなるのかといったら果たしてどうかと思う。要は、派手、けばけばしさというところが引っかかっていると思う。そうであれば、例えば面積を規制したとしたらかなりのものが多少派手であっても押さえられると思う。スーパーでの点滅だが、あの点滅はＬＥＤではなく、普通の電球の点滅である。電球の点滅輝度はすごく低い。輝度は低いけれども、非常にけばけばしさを感じるというところで苦情が出てくると思う。風俗営業法の中では点滅は一切禁止されている。そのあたりで点滅というところを見たらどうかと思う。ＬＥＤの表示と普通の電球の点滅を一緒に考えるというのは難しいと感じる。

【委員】
　明るすぎて苦情が出るという観点からでは、3000 cd/㎡以下でいいと思う。けばけばしいとか景観的に見た目がどうかというところからすると、面積の適用除外は無い方がよい。面積の適当な大きさというものは決めておいた方がいいと思う。

【委員】
　点滅の扱いはどうすることになっているのか。

【事務局】
　規制をかけていく。

【委員】
この文書の中に点滅の記載は無い。

【事務局】
　資料1ｐ1中にある「照明規制の対象」のところで、「常時表示の内容を変えることができるもの」がデジタルサイネージであり、「及び点滅するもの」ということでスーパーなどでの点滅するものはここで考えていく。

【委員】
　点滅は禁止ということにここではなっていない。この件はどうすることになっていたか。前回、点滅の話はどうなったか。

【事務局】
　禁止ということにはなっていない。デジタルサイネージと同じような扱いで点滅するものも扱う考え方である。

【委員】
　点滅の全面禁止ということは考えていない。

【委員】
　点滅というと、動くこと全部を点滅という。今は点々の話をしているのではなくて、光の動きに対する速さの規制など、そういう話を盛り込むか盛り込まないかの話は前回したか。今は点滅の記載はなく、輝度に関する話と、見える距離の話と、面積の話はここで押さえられているが、速さに関して抜けていると思う。速さを早くしないことや、遅くすることといった話がない。

【委員】
　速さについての記載はしていない。速さがどのような影響を及ぼすのかについては、まだ検証できていない。どのような要素があって、苦情が出るのかということの検証が必要だと思う。ただ、闇雲にやるわけにはいかないので、ある程度の目安の基準を持って、それでどうなのか議論した方が分かりやすい。そのときに、事務局が想定していることと全く違う現象が出てくるかもしれない。そのときにどういう風に規制するのか、あるいは規制方法があるのか、あるいは規制しなくてもいいのか、そのときに議論しなければいけないと思っている。

【委員】
　参考までに、各地域別のガイドラインとか民間がまちで決めているようなものは、点滅は原則禁止とするものが結構ある。ピカピカするものが嫌なので。この大阪府全域にかかる基準として、点滅を禁止するというのが強すぎるのであれば、どうするかというところがある。ただ、完全に点滅を禁止すると表記しているものは数件あると思う。エリアガイドラインという形で。一番気にしているのは、動きは緩やかにする、あるいは点滅は禁止するという表記は末端では出てきていることに対して、点滅の動きの速さに関する表記が全然ないのはよくないと思うので、追記しないか。例えば、本日議論して、できるものなら追記してみてはどうだろうか。

【委員】
　動きの速さとはどういうものか。

【委員】
　地域ごとにエリアガイドラインというような形で決定されているパターンとしては、点滅するものはＮＧにするというのはある。動かないこと、点滅する広告は禁止するということをやっているところはある。

【委員】
　ＬＥＤの場合は、点滅という言い方ではなくて、動きということになるのか。

【委員】
　動きは別に扱うということである。

【委員】
　ＬＥＤのものは点滅ではなくて、ネオンや電球のものを点滅という形で見るのか。それはＬＥＤとは別で、ＬＥＤは点滅ではないということか。

【委員】
　ＬＥＤの場合は、画像という。今の話の場合だと、点滅というのは点々の光がスーパーのようになっているものである。これを禁止とする場合がある。

【委員】
　動画は大丈夫ということか。

【委員】
　動画はやりようがない。動くなとはいえないので、禁止できない。今回は動画のことを規制しようとしているので、動画のことは禁止といえない。最初から禁止するつもりもない。点々の光は禁止としているパターンもあるということである。

【委員】
　例えば、京都市ではそういう規制はある。ただ、大阪府下でそれをするのはどうなのかというところである。委員がおっしゃっているのは、まちづくり協定とか、そういったところだと思う。ここで議論しているのは、条例による規制なので、最低限の規制である。最低限ここは守ってほしいということで、条例市を除く府域全域に及ぶ話である。それと、大阪市など条例市との基準の整合性も考えなければいけないことである。大阪府下と大阪市内などの基準が全然違うのは、広告主など広告を掲示する側と問題が起こってくる。小さなエリアでのまちづくり協定では、それぞれ参加されているので、そこである程度納得された上での自主規制がある。その誘導策として、ガイドラインは考えていくこともあるだろう。その辺を細かく検証していかなければいけない。確かに、点滅のスピードの問題は起こるかもしれない。ただ、今データを持っていないので分からない。

【事務局】
　資料で示している分類でデジタルサイネージ以外の点滅と書いているものは、いわゆる画像の点滅という意味ではなく、ＬＥＤないしは電球ということは別にして、光が点滅しているものである。点滅について全面的に禁止することは、今のところ事務局は考えていない。

【委員】
　まだ最終的に、部会や景観審議会でも方向性を決めて条例化するところまでなかなかいかないと思う。もう少し検証することが必要だと思う。そのときに速さを分析項目として考えるのもいいかもしれない。

【委員】
　測定してはっきりしたのは、測定値と人間が感じる派手だとかきれいとか、汚い、眩しい、眩しくないということが一致していないことがはっきりした。それは結局、官能評価をしないといけないことである。見た目の視認性に対する人の持つ感覚を数値化するということを最終的にはやらないといけない。あくまで数値目標は、一つの目標でしかないことが今回はっきり分かった。

【委員】
　条例条文にするときに、人の官能評価が条文化できるかという問題がある。まさに規制という意味からすると、ただアンケートを取って、それで決めるとなると条文化できない。

【委員】
　しかるべき研究機関で官能評価するということを前提として、一つの目安とする。それを来年度、絶対実施するということである。

【委員】
　それは部会で、そういう方向で合意ができれば、そのことを前提として、景観審で上申して、検証ができるという形である。その前提として、輝度は1000 cd/㎡、2000 cd/㎡、3000 cd/㎡の感覚であり、実際1000 cd/㎡以下の議論もあったが、事務局としては2000 cd/㎡を目安として考えているのか。

【事務局】
　輝度は低めには出たが、やはり明るいと感じるものは3000 cd/㎡以上のものであった。ただ2000 cd/㎡も悩ましい。2000 cd/㎡でも非常に派手な感じもあった。その場合は面積を測定して、2000 cd/㎡で30㎡以下であれば、今の段階では対象外であるが、30㎡を超えると対象にするのかということになると、やはり面積での規制が必要になる。1000 cd/㎡を下回った場合でも、面積がものすごく大きければ影響があるということで、1000 cd/㎡の基準は少し緩いと感じる。パチンコ店のものでも、1000 cd/㎡以下で、面積が大きいものがあった。1番苦情も出ているのもあるので、1000 cd/㎡の基準は緩いと感じている。

【委員】
　資料１ｐ１に示されている1000 cd/㎡以下であれば面積除外という基準であったが、今回の測定からすると面積除外の基準はやめるということになる。まだ条文での規制にはならないが、検証するための基準としてどうだろうか。問題は輝度が3000 cd/㎡でいいのか、2000 cd/㎡がいいのかということである。

【委員】
　資料１ｐ４のグラフ中で、面積30㎡に近いところで輝度2000 cd/㎡以下の事例はないのか。事例が示されていない状態で、判断するのは難しい。

【委員】
　仮のデータであるので、本格的な検証では集めることになる。審議会のご賛同があれば、そういった検証ができる。

【委員】
　審議会用の資料として提示する場合でも、もう少し事例を出してほしい。

【事務局】
　輝度計をもう一度お借りして、実施することになる。今回は短時間で、デジタルサイネージがあるところの測定をしたので、もう少しエリアを広げて、面積30㎡で輝度2000 cd/㎡以下の事例を集めたい。本日の部会では、3000 cd/㎡か2000 cd/㎡かという仮置きの妥当な数値を挙げていただきたい。

【委員】
　夜に測定したのか、昼に測定したのか知りたい。

【事務局】
　ほとんど昼であり、夜に測定したものは数件である。輝度計をお借りしたメーカーの方から、昼も夜も数値に違いはないと言われたので昼に実施した。

【委員】
　輝度の数値は昼も夜も同じであっても、設定が違うという話もある。あらかじめ輝度の設定を最初したときに、特に大きいものについては、昼は最大値に設定して、夜は数値を半分にしている場合もあるので、そういう意味でいくと、現在示されている目標値は昼であるという断りが必要だと思う。夜に3000 cd/㎡も設定していないという話もあるかもしれないので、日中ということで設定してみてはどうか。

【事務局】
　大阪市内のものは、だいたい昼に測定した。衛星都市のものについては、夜や日が落ちてから測定したものが多い。例えば、泉大津市のスーパー、摂津市や大東市のパチンコ店は夕方～夜、河内長野市のパチンコ店は昼に測定している。もう一度、測定した時間帯を整理する。

【委員】
参考として例示にあるブランドショップのものは、中にＬＥＤが入っており、その上からカバーのようなものをしている。そういう方法であれば、輝度を押さえられる。

【委員】
　最終的な規制の基準にはならないが、規制をかける考えのもとで検証をしていく。そのための基準として、3000 cd/㎡では問題がありそうなので、2000 cd/㎡を目安に考えてみてはどうだろうか。もしかすると1000 cd/㎡でもいろいろな要素が絡んで問題があるかもしれないが、仮置きの目安の基準は2000 cd/㎡でいいと思う。

【委員】
　日中2000 cd/㎡でいい。

【委員】
　日中2000 cd/㎡を仮置きの基準にする。1000 cd/㎡以下であれば面積除外の規定があるが、面積が大きければ問題が起きることも想定される。『輝度1000 cd/㎡以下であれば、面積基準は適用除外にする』部分は削除することでどうだろうか。あと、見える距離はどうするべきか。100ｍではきついようにも思う。

【委員】
　今回の話では、商業地域を含まない第一種住居地域といった場所なので、案の基準どおり、50ｍが妥当である。

【事務局】
　100ｍ離れると照明が見えない状況だったので、規制するだけの理屈が見当たらなかった。50ｍが事務局としても妥当だと考える。

【委員】
　本日の議論を整理すると、輝度の基準は2000 cd/㎡（日中）、面積適用除外規定は削除する、距離は50ｍでよろしいか。ただし、これが条例の規制基準になるのではなく、これを目安として検証していくということになる。検証していく中で想定していなかった事態が出てきた場合、規制値として設定できるならば、問題が起こることを踏まえて条例での規制を考えないといけない。また、条例での規制が難しいのであれば、ガイドライン的に誘導策としてどうするのかを考えないといけない。

【委員】
　道路幅員は図式化して示した方がいい。


□官公署等における屋外広告物のあり方について

【事務局】
内容の説明

【委員】
　前回議論のあったデザインの専門家のことは、資料２ｐ４の募集要領のところに盛り込まれている。また、屋上広告については、基本的には掲出しない方向を示している。完全に禁止はできないので、出てきた場合はｐ５に示されているように広告規制の事務局と施設管理者との協議になると思う。前回のご意見をできるだけ反映した形になっている。

[bookmark: _GoBack]【委員】
　昨年度、大阪市が官公署等を禁止区域から除外したが、現状はどのようなものか。

【事務局】
　把握しているものでは、資料2ｐ12の広告付き地理案内板が３つの交番で実現している。また、２つの区役所で募集したようだが、募集期間中に応募がなかったので継続して募集している状況である。


□今後のスケジュールについて
【事務局】　
内容の説明
※中間報告の資料や照明広告の許可基準案の作成については、部会長に一任 ⇒ 委員了承
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